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市では、今後の市町村合併問題の検討にあたり、市民のみなさんの意見・意向を参考と
させていただくことを目的に、昨年の11月に「市町村合併に関する市民アンケート調査」
を実施しました。中間集計については、「広報なりた」の1月1日号でお知らせしました
が、その後、最終的な集計結果がまとまりましたのでその概要についてお知らせします。

20歳以上の市民
10,000人
無作為抽出（平成15年10月末現在の住民基本台帳から抽出）

9,973人（抽出後、発送日までに亡くなった人4人、市外に転出した人23人）
郵送による配布、回収
発 送 日 平成15年11月10日
回収期日 平成15年12月5日投かん分
回収数 4,339人　回収率 43.5％

調査対象

対象者数

抽出方法

調査方法

調査時期

回収結果

アンケート発送者数

ニュータウン

3,359

1,352

40.3%

公津

1,952

724

37.1%

八生

417

183

43.9%

中郷

189

86

45.5%

久住

356

169

47.5%

豊住

264

127

48.1%

遠山

1,594

535

33.6%

記載なし

25

合計

9,973

4,339

43.5％

発送数

回収数

回収率

成田

1,842

1,138

61.8%

回答者の状況

問 

問 

問 

問 

性　　別

年　　齢

職　　業

住居地区

男性　48.3％ 女性　51.5％ 

無回答　0.2％ 

その他 
5.4%

八生 
4.2％ 

20歳代 
15.2％ 

30歳代 
17.2％ 

40歳代 
15.6％ 

50歳代 
23.2％ 

60歳代 
16.6％ 

70歳代 
12.0％ 

無回答　0.2％ 

その他 
5.4%

八生 
4.2％ 

会社員・公務員等　45.4% 無職　35.9%
その他 
5.4%
その他 
5.4%

自営業 
7.9%

農林水産業　2.8% 学生等　 2.3% 無回答　0.3%

八生 
4.2％ 

成田　26.2％ 
公津 
16.7％ 

遠山 
12.3％ 

ニュータウン　31.2％ 

その他 
5.4%

無回答　0.6％ 

八生 
4.2％ 
八生 
4.2％ 

中郷　2.0％ 久住　3.9％ 豊住　2.9％ 

アンケート調査の概要

＜地区別回収率＞
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合併についての関心度は？
問 

市町村合併についての関心度
に関しては、「関心がある」「どち
らかといえば関心がある」を合
わせると約80％となり、市町村合
併に関する関心の高さをうかが
わせる結果となっています。

合併が推進されている背景を知っている？
問 

合併が推進されている背景に
関しては、約73％が「知っている」
という結果となっています。

合併の特例制度の期限を知っている？
問 

財政上の支援策などの合併に
係る国の特例制度の期限に関し
ては、54.4％が「知らなかった」
という結果となっています。

関心がある関心がある 
42.842.8％ 
関心がある 
42.8％ 

どちらかといえば 
関心がある 
35.4％ 

どちらかといえば 
関心がない　16.2％ 

関心がない　5.2％ 無回答　0.4％ 

知っている　知っている　72.872.8％ 知っている　72.8％ 

知らなかった 
26.7％ 

無回答　0.5％ 

知っている知っている 
45.245.2％ 
知っている 
45.2％ 

知らなかった 
54.4％ 

無回答　0.4％ 

関心がある。 1,856人

どちらかといえば関心がある。 1,536人

どちらかといえば関心がない。 704人

関心がない。 224人

無回答 19人

知っている。 3,158人

知らなかった。 1,160人

無回答 21人

知っている。 1,960人

知らなかった。 2,362人

無回答 17人
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合併に取り組む姿勢は？
問 

市町村合併に望む姿勢として
は、56.0％が「合併特例法の期限
にこだわらず検討すべき」とい
う結果となっています。

合併の枠組みや考え方との関連では…

①「特例法の期限を考慮し検討す

べき」を選んだ場合

（全体の31.0％）

「特例法の期限を考慮し検討す
べき」を選択した人は、「2市4町」
などの具体的な自治体を選択し
た割合が54.0％となっています。

②「特例法の期限にこだわらず検

討すべき」を選んだ場合

（全体の56.0％）

「特例法の期限にこだわらず検
討すべき」を選択した人は、「必
要性は感じているが慎重に」が
19.0％、「現状では必要性はない
と思うが、社会情勢次第ではや
むなし」が27.0％、「成田市単独」
が26.5％となっています。

特例法の期限を考慮し 
検討すべき 
31.0％ 

特例法の期限にこだわらず 
検討すべき　56.0％ 

どちらともいえない 
11.6％ 

無回答　1.4％ 

2市4町　町　24.124.1％ 2市4町　24.1％ 

2市4町の 
枠組みの 
中で 
11.0％ 

成田市単独　6.9％ 無回答　0.4％ 

2市4町の枠組みに 
こだわらず 
18.9％ 

必要性は感じているが、 
慎重に対応するのがよい 
18.4％ 

現状では必要性はないと 
思うが、社会情勢次第で 
はやむなし　20.3％ 

2市4町 
7.67.6％ 
2市4町 
7.6％ 

2市4町の枠組みの 
中で　8.5％ 

無回答　0.5％ 

2市4町の枠組みに 
こだわらず　10.9％ 

現状では必要性はないと 
思うが、社会情勢次第で 
はやむなし　27.0％ 

成田市単独 
26.5％ 

必要性は感じているが、 
慎重に対応するのがよい 
19.0％ 

国による財政上の支援策がある、合併特例法の期限（平成17年3月

31日）を考慮し、合併の是非について検討すべきである。

市町村合併は、市民の日常生活や将来に大きくかかわる重要な問

題であるので、合併特例法の期限にこだわらず検討すべきである。

どちらともいえない。

無回答

1,346人

2,431人

503人

59人
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0 10 20 30 40 50 60 70 80

パンフレットやリーフレットの配布 

説明会やタウン・ミーティングによる意見交換 

合併後の新市のまちづくりの構想や計画の提示 

合併による具体的な効果や影響等の提示 

特に何も望まない 

その他 

  19.6％ 

　22.9％ 

　　　　　　51.1％ 

　　　　　　　　　　　74.6％ 

2.9％ 

 3.8％ 

（複数回答） 

（％） 

合併を考えるのに必要なことは？
問 

市町村合併を考えるにあたって必要なこととしては、「合併による具体的な効果や影響等の提示」が74.6％でもっ
とも高く、次に「合併後の新市のまちづくりの構想や計画の提示」が51.1％と高くなっています。

2市4町を最大の枠組みとしている認知度は？
問 

成田市が検討している2市4町の
枠組みについては、約75％が「知
っている」という結果となって
います。

知っている　知っている　75.475.4％ 知っている　75.4％ 

知らなかった 
23.9％ 

無回答　0.7％ 

市町村合併に関するパンフレットやリーフレットの配布

市町村合併に関する説明会やタウン・ミーティングによる意見交換

合併後の新市のまちづくりの構想や計画の提示

合併による具体的な効果や影響等の提示

特に何も望まない

その他

849人

992人

2,216人

3,239人

124人

167人

知っている。 3,271人

知らなかった。 1,035人

無回答 33人
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合併に関して一番よいと思う考え方は？
問 

合併に関しての考え方として
は、「2市4町」が12.6％、「2市4町
の枠組みの中で」が8.9％、「2市4
町の枠組みにこだわらず」は
12.9％、「必要性は感じているが
慎重に」が18.4％、「現状では必
要性はないと思うが、社会情勢
次第ではやむなし」は24.5％、
「成田市単独」は21.8％という結
果となっています。

①組み合わせ

「2市4町」「2市4町の枠組みの中
で」「2市4町の枠組みにこだわら
ず」を選び、合併相手として具
体的な自治体を選択した場合の
上位5組の組み合わせを見ると、
「2市4町」が38.2％と最も高く、
次いで「成田市・富里市」9.8％、
「2市4町に酒々井町・栄町を加え
た2市6町」が4.5％、「成田市・富
里市・芝山町」4.2％、「成田市・
富里市・大栄町・多古町・芝山
町」が3.1％などとなっています。
組み合わせ総数は、126通り挙げ
られています。

2市4町 
12.612.6％ 
2市4町 
12.6％ 

2市4町の 
枠組みの中で 
8.9％ 

成田市単独　21.8％ 無回答　0.9％ 

2市4町の枠組みに 
こだわらず 
12.9％ 

必要性は感じているが、 
慎重に対応するのがよい　18.4％ 

現状では必要性はないと思うが、 
社会情勢次第ではやむなし　 24.5％ 

2市4町　町　38.238.2％ 2市4町　38.2％ 

成田市、富里市 
9.8％ 

成田市、富里市、下総町、 
大栄町、多古町、芝山町、 
酒々井町、栄町　4.5％ 成田市、富里市、芝山町　4.2％ 

その他　その他　40.240.2％ その他　40.2％ 

成田市、富里市、大栄町、 
多古町、芝山町　3.1％ 

2市4町（成田市、富里市、下総町、大栄町、多古町、芝山町）で合併するのがよいと思う。

2市4町の枠組みの中での合併がよいと思う。

2市4町の枠組みにこだわらず合併するのがよいと思う。

生活圏や空港圏の枠組みを中心とした合併の必要性は感じているがどの枠組みがよいかはまだわからな

いので、情報提供に努めるとともに、慎重に対応するのがよいと思う。

今の成田市の現状では、合併の必要性はないと思うが、今後の国や県の動向や社会情勢次第では、合併

もやむなしと思う。

成田市単独がよいと思う。

無回答

549人

387人

559人

797人

1,062人

945人

40人

どんな枠組み…

組み合わせ
成田市、富里市、下総町、大栄町、多古町、
芝山町
成田市、富里市
成田市、富里市、下総町、大栄町、多古町、
芝山町、酒々井町、栄町
成田市、富里市、芝山町
成田市、富里市、大栄町、多古町、芝山町

割合2

13.2％

3.4％

1.5％

1.4％
1.1％

割合1

38.2％

9.8％

4.5％

4.2％
3.1％

件数

571

147

67

62
47

組み合わせ上位5団体

（注）「割合1」は問11で１～3（2市4町、2市4町
の枠内、2市4町にこだわらず）を選択した回答
数に占める割合を、「割合2」は全回答数に占め
る割合を表します。
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合併する場合の方式は？
問 

「編入合併が妥当」が62.4％と
高く、「新設合併」は8.5％、「どち
らともいえない」が25.3％となっ
ています。

②合併相手として選択された自治体

選択された各枠組みの中で、どの自治体の選択率が高いかを見ると、富里市が83.9％と最も高く、次いで芝山町
74.1％、大栄町69.7％、多古町62.5％、下総町60.7％と「2市4町」の構成団体が60％以上となっています。また、栄町
は38.5％、酒々井町19.3％などとなっています。

（注）「割合1」は問11で１～3（2市4町、2市4
町の枠内、2市4町にこだわらず）を選択した回
答数に占める割合を、「割合2」は全回答数に占
める割合を表します。

市町村名 件数 割合1 割合2
富里市 1,254 83.9％ 28.9％
芝山町 1,107 74.1％ 25.5％
大栄町 1,042 69.7％ 24.0％
多古町 1,935 62.5％ 21.5％
下総町 1,907 60.7％ 20.9 ％
栄町 1,575 38.5％ 13.3％
酒々井町 1,289 19.3％ 86.7％
横芝町 1,076 85.1％ 81.8％
神崎町 1,053 83.6％ 81.2％
栗源町 1,038 82.5％ 80.9 ％

合併相手として選択された自治体上位10団体

0 2010 4030 6050 80 9070 100

富里市 

芝山町 

大栄町 

多古町 

下総町 

栄町 

酒々井町 

横芝町 

神崎町 

栗源町 

その他 

 

 83.9％ 

 74.1％ 

 69.7％ 

 62.5％ 

 60.7％ 

 38.5％ 

 19.3％ 

 5.1％ 

 3.6％ 

 2.5％ 

1.0％ 

（％）

編入合併が妥当編入合併が妥当 
62.462.4％ 
編入合併が妥当 
62.4％ 

無回答　3.8％ 

新設合併のほうが 
よい　8.5％ 

どちらとも 
いえない 
25.3％ 

編入合併が妥当だと思う。

新設合併のほうがよいと思う。

どちらともいえない。

無回答

2,709人

367人

1,099人

164人
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0 10 20 30 40 50

地方分権社会に対応した行財政基盤の強化が図られる。 
 
空港の騒音対策、観光や農業などの地域振興策に対して一体的に
取り組める。 
空港所在都市として、また北総の中心都市としての役割を果たし、
医療・教育分野など、新しい取り組みが期待できる。 
地域内の工業団地等のイメージアップにつながり、産業振興面で
相乗効果が期待できる。 
広域的な環境対策への取り組みや、消防・防災体制の強化を図る
ことができる。 
 
市町村長や議員、職員数が減少し、行政を効率化できる。 
 
平成17年３月までに合併すれば、国からの財政的な支援措置を受
けることができる。 
 
特に期待する効果はない。 
 
その他 

 23.4％（1,014人） 

 32.0％（1,387人） 

 44.5％（1,931人） 

 9.6％（418人） 

 16.4％（711人） 

 43.3％（1,877人） 

 14.9％（648人） 

 25.5％（1,106人） 

 4.7％（206人） 

（％） 

（複数回答） 

0 10 20 30 5040 7060

 中心部だけが発展し周辺部が取り残される。 

 
区域が広くなり、同じ郷土意識を共有できない。 

 
行政サービスの低下や住民負担の増加につながる。 
 
財政状況に差がある市町村の合併は、財政状況の
よい市町村に不利になる。  
これまでのまちづくりの方針や計画等の蓄積が失わ
れてしまう。 
 
議員が減ると地域の意見が行政に伝わりにくくなる。 

 
特に心配はない。 

 
その他 

 29.0％（1,259人） 

 29.6％（1,283人） 

 66.0％（2,862人） 

 58.9％（2,554人） 

 23.0％（996人） 

 7.7％（334人） 

 9.7％（422人） 

 3.5％（153人） 

（％） 

（複数回答） 

合併した場合どのような効果を期待？
問 

合併効果への期待では、「北総の中心都市としての医療・教育分野への新たな取り組み」が44.5％で最も高く、次い
で「議員、職員数の減少による行政の効率化」43.3％、「騒音対策などへの一体的取り組み」32.0％となっています。

合併した場合の心配ごとは？
問 

合併した場合の心配ごとでは、「行政サービスの低下や住民の負担増」が66.0％で最も高く、次いで高いのが「財
政状況のよい市町村に不利になる」58.9％となっています。

※さらにくわしい集計結果については、行政資料室（市役所1階）でご覧いただけます。
アンケート調査結果についてくわしくは合併対策課（120-1506）へ。

広報なりたは再生紙（古紙配合率70％、白色度85％）を使用しています。

●自由意見として1,897件のさまざまな意見をいただきました。
ご協力ありがとうございました。


